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 令和３年度第１２回総会 

（開始時刻９時３０分） 

 

事務局（大和事務局長） 

 それでは、ただいまから総会を始めさせていただきます。 

 本日の委員の出席状況でございますが、委員総数１７名のうち、出席の委員は

１５名、欠席委員は２名でございます。 

 したがいまして、出席委員数が在任委員数の過半数となっておりますので「農

業委員会等に関する法律第２７条第３項」の規定に基づきまして、本日の総会が

「成立いたしますこと」をご報告申しあげます。 

 それでは、山田会長からご挨拶を賜りまして、「下関市農業委員会総会会議規

則第６条及び第７条」の規定に基づき、議長である会長の「開会の宣告」の後、

お手元の総会次第に従いまして議事を進めさせていただきます。 

 それでは、会長、どうぞよろしくお願いいたします。 

 

議長（山田会長） 

 （会長挨拶） 

 先ほど、事務局から報告のあったとおり、出席委員数が過半数でございます。

本日の総会は成立いたしますので「令和３年度第１２回定例総会の開会」を宣告

いたします。 

 それでは、議事に入ります前に、議事録への署名委員を定めさせていただきま

す。総会会議規則第１９条第３項に、議長である私のほか２名の委員が署名する 

よう規定されておりますので、私から指名させていただきます。 

本日の総会の議事録署名委員に、議席番号１５番 藤本康洋委員と、議席番号

１６番 金田豊和委員のご両名を指名させていただきます。よろしくお願いいた

します。 

それでは、議事に入ります。日程第１「議案第１号 農地法第３条第１項の規

定による許可について」をお諮りします。 

それでは、事務局の説明を求めます。 

 

事務局（白田事務局次長） 

 ご説明いたします。 

 総会議案書１ページをお開きください。１番。 

申請者、土地の所在等は、議案書に記載のとおりでございます。登記地目は田

１筆、面積は８０７㎡、位置図は３、４ページ、公図は５ページをご覧ください。 
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申請地は、下関市役所豊浦総合支所室津支所から南東へ約１．８ｋｍに位置し

ている、過去に農業公共投資の対象となった農地でございます。 

申請理由は、会社を経営し農作業に従事していない譲渡人の要望に、隣接地を

耕作している譲受人が応じ、農業経営の安定を図るものでございます。 

申請地は、譲受人の自宅から     の距離に位置しており、譲受後は水稲

を栽培する予定でございます。贈与による所有権の移転となっております。 

１ページに戻りまして、２番。 

申請者、土地の所在等は、議案書に記載のとおりでございます。登記地目は畑

２筆、合計面積は５３４㎡、位置図は６、７ページ、公図は８ページをご覧くだ

さい。 

申請地は、下関市役所勝山支所から南へ約１．７ｋｍに位置する、農業振興地

域内白地の農地でございます。 

申請理由は、市外に居住しているため管理が困難な譲渡人の要望に、隣接地の

所有者である譲受人が応じ、一帯的に営農を行うものでございます。 

申請地は、譲受人の自宅から    の距離に位置しており、譲受後はさつま

いもや高菜等の野菜を栽培する予定でございます。売買による所有権の移転と

なっております。 

総会議案書２ページをお開きください。３番。 

申請者、土地の所在等は、議案書に記載のとおりでございます。登記地目は田

１筆、面積は４６７㎡、位置図は９、１０ページ、公図は１１ページをご覧くだ

さい。 

申請地は、下関市役所豊北総合支所阿川支所から南東へ約５６０ｍに位置す

る、過去に農業公共投資の対象となった農地でございます。 

申請理由は、県外に居住しており管理が困難な譲渡人の要望に、酪農を営んで

いる譲受人が応じたものでございます。 

申請地は、譲受人の自宅から      の距離に位置しており、譲受後は飼

料作物を栽培する予定でございます。贈与による所有権の移転となっておりま

す。 

２ページに戻りまして、４番。 

申請者、土地の所在等は、議案書に記載のとおりでございます。登記地目は畑

１筆、面積は５７４㎡、位置図は１２、１３ページ、公図は１４ページをご覧く

ださい。 

申請地は、下関市役所豊田総合支所から南西へ約２．７ｋｍに位置している、

農業振興地域内白地の農地でございます。 

申請理由は、譲渡人の要望に、以前から申請地の保全管理を依頼されていた譲

受人が応じたものでございます。 
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申請地は譲受人の      、譲受後はシキミを栽培する予定でございま

す。売買による所有権の移転となっております。 

２ページに戻りまして、５番。 

申請地の登記地目は雑種地ではございますが、現況地目が畑となっておりま

すので、この度の申請に至ったものでございます。 

申請者、土地の所在等は、議案書に記載のとおりでございます。現況地目は畑

２筆、合計面積は１，５３９㎡、位置図は１５、１６ページ、公図は１７ページ

をご覧ください。 

申請地は、下関市役所勝山支所から南東へ約８４０ｍに位置している、市街化

区域内に位置する農地でございます。 

申請理由は、持分１２分の１１を所有している現耕作者である譲受人の要望

に、譲渡人が応じたものでございます。 

申請地は譲受人の         の距離に位置しており、譲受後は引き

続きキャベツやネギ等の野菜を栽培する予定でございます。売買による所有権

の移転となっております。 

各譲受人は、農地を効率的に利用し、耕作に必要な労働力、農業用機械を所有

しており、周辺農地の農業上の総合的な利用の確保に支障が生ずる恐れがない

ことから、農地法第３条第２項各号に該当しないため、許可基準を満たしている

と考えられます。 

以上でございます。 

 

議長（山田会長） 

事務局の説明が終わりましたので、質疑の前に、担当委員に現地調査の結果の

報告をお願いします。 

なお、報告にあたっては、個人情報保護の観点から、個人名等を直接に使わず、

譲渡人、譲受人等と表現するようにお願いします。 

１番の案件について、議席番号１０番 田上光義委員、報告をお願いします。 

 

田上光義委員 

 議席番号１０番の田上です。 

３月８日、事務局職員２名、農業委員２名で現地確認を行いました。譲受人が

申請地の隣で田を耕作しておりまして、譲渡人が譲受人に贈与したものでござ

います。譲渡人は実際には耕作をしておらず、譲渡人に所有権の移転で贈与して

くれということで、今回の件に至りました。別段支障はないと思いますので、ご

審議の程よろしくお願いいたします。 
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議長（山田会長） 

続きまして、２番及び５番の案件について、議席番号５番 田﨑育子委員、報

告をお願いします。 

 

田﨑育子委員 

 議席番号５番の田﨑でございます。２番と５番の案件についてご報告いたし

ます。 

３月９日、農業委員２名と事務局職員２名で現地調査を行いました。 

まず始めに２番の案件について、現地調査のご報告をいたします。申請地は、

県道と高速道路の間に位置している、畑でございます。現地調査時点、保全管理

された農地で、農地として利用可能な状態でございました。譲受人は、自己所有

地と一体的に、さつまいも等の野菜の栽培を行うもので、耕作に必要な機械も所

有されておりますので、何ら問題ないと思います。 

 

続きまして、５番でございます。 

詳細については、事務局の説明のとおりでございます。 

本案件については、登記地目は、雑種地ですが、しっかりと管理がなされた畑

でございました。現在も譲受人が耕作されており、何ら問題ございません。 

以上でございます。ご審議の程、よろしくお願いします。 

 

議長（山田会長） 

続きまして、３番の案件について、議席番号１８番 有田孝義委員、報告をお

願いします。 

 

有田孝義委員 

 １８番の有田です。３番の案件について、ご報告いたします。 

３月４日、農業委員２名と事務局職員１名で現地を調査いたしました。譲受人

は酪農経営をしており、申請地周辺で自家用の飼料を栽培しています。この度、

高齢で県外に居住している譲渡人から、贈与の申出があり、これに応じて取得す

るもので今後も周辺農地と一体的に管理するため、なんら問題はないと考えま

した。 

ご審議の程よろしくお願いをいたします。 

 

議長（山田会長） 

続きまして、４番の案件について、議席番号１６番 金田豊和委員、報告をお

願いします。 
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金田豊和委員 

 １６番の金田です。４番の案件につきまして現地確認の結果を報告いたしま

す。 

３月４日、農業委員２名、事務局職員１名で現地確認を行いました。申請地は、

譲受人の    で所有農地と隣接しております。申請地にはシキミを植えて

おりまして、５年くらい前から譲受人に管理を依頼しており、この度譲渡人から

所有権移転の申出があったものです。譲受人は水稲栽培とあわせて引き続きシ

キミを栽培し、市場等に出荷する予定であり何ら問題ないと思います。 

ご審議のほどよろしくお願いします。 

 

議長（山田会長） 

事務局の説明及び担当委員の報告が終わりましたので、これより質疑に入り

ます。質疑はございませんか。 

ないようですので、質疑を打ち切り採決します。 

それでは、「議案第１号 農地法第３条第１項の規定による許可について」、原

案のとおり許可することに賛成の委員の挙手を求めます。 

挙手全員と認めます。よって、原案のとおり許可することと決しました。 

 

議長（山田会長） 

 次に日程第２「議案第２号 農地法第５条第１項の規定による許可について」

をお諮りします。 

 なお、５番、１９番の案件の案件は、それぞれ日程第３「議案第３号 農地法

第５条第１項による許可案件の事業計画変更の承認について」の１番、２番と関

連しているため、併せてお諮りいたします。 

それでは、事務局の説明を求めます。 

 

事務局（白田事務局次長） 

 説明の前に議案書の訂正がございます。 

 昨日、番号１番の申請者から、県道加工に伴う管理者との最終協議により、計

画区域内の進入路と県道との接道部分と、移動を計画しているバス停の位置と

が、安全面等の観点から問題があると結論されたため、開発区域内の進入路の変

更に至ったとの報告がございました。また、進入路の変更により、７区画の敷地

面積にも変更が生じております。 

本案件については、既に、農業委員による現地調査も終了し、委員の皆様にも

議案書の送付も終了しておりますので、通常であれば、一度、申請を取り下げ、
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計画を精査していただき、再度、申請いただくところではございますが、４月以

降の市街化調整区域内の開発行為を行うことができる土地の区域が変更される

ことに伴い、計画地は、今月中でなければ開発許可されない区域となることから、

申請者に、昨日中にこの度の変更に伴う全ての書類の差し替えを指示したもの

でございます。 

訂正箇所は、本日、お配りしておりますが、総会議案書１８ページの備考欄「特

定建築条件付売買予定地の１区画の敷地面積の最大面積」、「進入路の面積」、「県

道加工部分の面積」、総会議案書１９ページの、同じく備考欄「全体面積」、総会

議案書３０ページの「位置図」、総会議案書３１ページの「公図」、総会議案書３

３ページの「土地利用計画図」、総会議案書３４ページの「土地利用計画図 拡

大図」でございます。 

 

それでは、ご説明いたします。 

本日、お配りいたしました、資料にてご確認願います。 

総会議案書、１８ページをお開きください。１番。 

申請者、土地の所在等は、議案書に記載のとおりでございます。 

位置図は２９、３０ページ、公図は３１、３２ページ、土地利用計画図は３３、

３４ページをご覧ください。なお、本案件は、大規模な計画となっておりますの

で、土地利用計画図の A３判も合わせてご覧ください。 

申請地は、ＪＲ山陰本線梶栗郷台地駅から北東へ約１．６ｋｍに位置している、

過去に農業公共投資の対象となっていない集団性のある農地で「第１種農地」と

なります。該当条文は、議案書記載のとおりでございます。 

転用目的は、申請地に特定建築条件付売買予定地１２区画、申請地以外に宅地

分譲１８区画を整備するものでございます。 

申請理由は、この度の計画地である延行地区は、支所や学校、スーパーからも

近くに位置しており、住宅の需要が見込まれることからこの度の計画に至った

もので、高齢で耕作が困難となり管理も出来ない譲渡人が、譲受人の要望に応じ

たものでございます。売買による所有権の移転となっております。 

申請者からは、申請に必要な事項が記載された関係書類が全て提出されてお

り、事務局は、農地転用事業者である譲受人がこの度の申請に係る用途に供する

ことが確実であると判断しております。 

一体利用地の１２筆については、土地所有者から開発行為の同意書が提出さ

れており、残りの一体利用地は、県道や市道、用途廃止部分を含む法定外公共物

の加工、占用、使用部分のみで、施工に必要な各申請書等が提出されており、確

保は確実で、計画面積は、土地利用計画及び標準的な建物の建ぺい率からみて適

当であると判断しております。 
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なお、本案件は、住宅の建築工事費が７棟分のみの計上となっておりますが、

同地区においては、既に事務局も過去の販売実績等の情報を把握しており、同地

区での販売実績、ニーズからみて、この度の資金計画書は、妥当であると判断い

たしました。 

土砂の流出対策は、申請地には隣接した農地がございますが、擁壁を設置し、

法面は芝張りで養生する計画となっております。 

汚水は合併浄化槽で処理される予定で、新設の排水管から貯水槽で貯留され、

新設の暗渠をとおり河川に放流されます。雨水は農業用用排水路又は新設の道

路側溝から貯水槽で貯留され、新設の暗渠をとおり河川に放流されることから、

周辺農地の営農には支障ないと判断いたしました。 

また、下関土地改良区からは、土地改良区の事業には支障ない旨の内容が記載

された意見書も提出されております。 

この度の転用については、第１種農地ではございますが、「隣接する土地と一

体として同一事業の用に供する場合であって、当該事業の目的を達成する上で、

農地等を供することが必要であり、第１種農地の面積割合が３分の１を超えて

いないもの」であることから、農地法施行令第１１条第１項第２号ニ及び農地法

施行規則第５４条に該当しており、提出された申請書類からも農地転用許可し

得るものと判断でき許可基準を満たしていると考えられます。 

なお、本案件を許可することとした場合、農地転用事業者から土地購入者への

土地の引き渡しの時期等の条件を付して許可することとし、住宅が建築される

までの間、事務局にてその都度状況を確認することといたします。 

本案件は、開発許可と同時施行といたします。 

 

２番と３番は隣接地で、転用目的も同じでございますので、合わせてご説明い

たします。 

総会議案書は、１９ページ、２０ページでございます。２番、３番。 

申請者、土地の所在等は、議案書に記載のとおりでございます。 

２番の位置図は３５、３６ページ、公図は３７ページ、土地利用計画図は３８

ページ、３番の位置図は３５、３９ページ、公図は４０ページで、土地利用計画

図は４１ページをご覧ください。 

申請地は、下関市役所勝山支所から北東へ約１．５ｋｍに位置している、過去

に農業公共投資の対象となっていない小集団の農地で「第２種農地」となります。 

転用目的は、特定建築条件付売買予定地で、２番は８区画、３番は６区画を整

備するものでございます。 

申請理由は、申請地周辺は、宅地化が進み、新下関駅からも近く、通勤、通学

などの居住条件に恵まれており、今後も住宅の需要が見込まれることから、この
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度の計画に至ったもので、高齢となり耕作が困難な譲渡人や県外に居住してい

る譲渡人等が、各譲受人の要望に応じたものでございます。売買による所有権の

移転となっております。 

各申請者からは、申請に必要な事項が記載された関係書類が全て提出されて

おり、事務局は、農地転用事業者である各譲受人はこの度の申請に係る用途に供

することが確実であると判断しております。 

２番の一体利用地の３筆については、土地所有者から開発行為の同意書が提

出されており、残りの一体利用地は、どちらの案件も市道や法定外公共物の加工

部分のみで施工に必要な各申請書が全て提出されており、確保は確実で、計画面

積は土地利用計画及び標準的な建物の建ぺい率からみて適当であると判断いた

しました。 

なお、どちらの案件も、住宅の建築工事費が１棟分のみの計上となっておりま

すが、同地区においては、既に事務局も過去の販売実績等の情報を把握しており、

同地区での販売実績、ニーズからみて、この度の資金計画書は、妥当であると判

断いたしました。 

土砂の流出対策は、各申請地には隣接した農地がございますが、擁壁や見切り

を設置し、法面は芝張りで養生する計画となっております。 

２番の汚水は合併浄化槽で処理される予定で、雨水とともに新設の道路側溝

から新設の水路をとおり河川に放流される予定となっております。 

３番の汚水は合併浄化槽で処理される予定で、雨水とともに新設の道路側溝

から農業用用排水路に放流されますが、取水者に説明がなされており、どちらの

案件も周辺農地の営農には支障ないと判断いたしました。 

なお、２番、３番は、無断転用案件で、時期等詳細は不明ですが、農地法の許

可なく各申請地の一部に建物が建築されていたことから、下関市農業委員会会

長あてに始末書の提出がなされております。 

どちらの案件も、「他に適当な土地はなく」、提出された申請書類からも農地転

用許可し得るものと判断でき許可基準を満たしていると考えられます。 

なお、許可することとした場合、農地転用事業者から土地購入者への土地の引

き渡しの時期等の条件を付して許可することとし、住宅が建築されるまでの間、

事務局にてその都度状況を確認することといたします。 

２番、３番は、開発許可を含む同時許可といたします。 

 

総会議案書、２１ページをお開きください。４番。 

申請地の１３２番４の登記地目は宅地でございますが、現況が畑でございま

すので、合わせて申請がなされております。 

申請者、土地の所在等は、議案書に記載のとおりでございます。位置図は４２、
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４３ページ、公図は４４ページで、土地利用計画図は４５ページをご覧ください。 

なお、本案件も、大規模な計画となっておりますので、土地利用計画図の A３

判も合わせてご覧ください。 

申請地は、ＪＲ山陽本線新下関駅から北西へ約８００ｍに位置している、過去

に農業公共投資の対象となっていない小集団の農地で「第２種農地」となります。 

転用目的は、特定建築条件付売買予定地３０区画を整備するものでございま

す。 

申請理由は、申請地周辺は、宅地化が進み、新下関駅からも近く、通学 、買

物等の居住環境にも恵まれており、住宅の需要が見込まれることから、この度の

計画に至ったもので、県外に居住している譲渡人と高齢で農業後継者もいない

譲渡人、耕作の意思がない譲渡人が、譲受人の要望に応じたものでございます。 

売買による所有権の移転となっております。 

申請者からは、申請に必要な事項が記載された関係書類が全て提出されてお

り、事務局は、農地転用事業者である譲受人はこの度の申請に係る用途に供する

ことが確実であると判断しております。 

一体利用地の１筆については、土地所有者から開発行為の同意書が提出され

ており、残りの一体利用地は、市道や法定外公共物の加工部分のみで施工に必要

な各申請書が提出されており、確保は確実で、計画面積は土地利用計画及び標準

的な建物の建ぺい率からみて適当であると判断しています。 

なお、本案件も、住宅の建築工事費が２棟分のみの計上となっておりますが、

同地区においては、既に事務局も過去の販売実績等の情報を把握しており、同地

区での販売実績、ニーズからみて、この度の資金計画書は、妥当であると判断い

たしました。 

土砂の流出対策は、申請地に隣接した農地がございますが、擁壁等を設置し、

法面は芝張りやコンクリート張りを行う計画となっており、汚水は合併浄化槽

で処理される予定で、新設の側溝から河川に放流されます。雨水は農業用用排水

路又は新設の側溝から河川に放流されることから、周辺農地の営農には支障な

いと判断いたしました。 

本案件は、「他に適当な土地はなく」、提出された申請書類からも農地転用許可

し得るものと判断でき許可基準を満たしていると考えられます。 

なお、許可することとした場合、農地転用事業者から土地購入者への土地の引

き渡しの時期等の条件を付して許可することとし、住宅が建築されるまでの間、

事務局にてその都度状況を確認することといたします。 

本案件は、開発許可と同時施行といたします。 

 

続きまして、議案第２号５番、議案第３号１番を合わせてご説明いたします。 
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まず初めに、議案第３号１番でございます。 

総会議案書、９７ページをお開きください。１番。 

申請者、土地の所在等は、議案書に記載のとおりでございます。位置図は９８、

９９ページ、申請時の公図は１００ページ、現在の公図が１０１ページ、変更前

の土地利用計画図は１０２ページ、変更後の土地利用計画図は１０３ページを

ご覧ください。 

変更理由は、隣接地の開発事業者から、計画地の一部を開発区域の一部として

利用したいとの相談を受けこの度の計画変更に至ったもので、変更区分は土地

利用計画の変更でございます。 

詳しくご説明いたします。総会議案書１０１ページをお開きください。 

議案第２号５番の開発計画に伴い、計画区域から現在の登記地目宅地２筆を

除外し、議案第２号５番の宅地敷地として利用しようとするものでございます。 

現在、所有者は下関市となっておりますが、都市計画法第３２条の規定により

申請者に帰属される部分で、下関市長からの同意書が提出されております。 

除外部分の２筆は、全て議案第２号５番の一体利用地となっております。 

続きまして、議案第２号５番についてご説明いたします。 

総会議案書、２２ページをお開きください。５番。 

申請者、土地の所在等は、議案書に記載のとおりでございます。 

位置図は４６４７ページ、公図は４８ページで、土地利用計画図は４９ページ

をご覧ください。 

申請地は、下関市役所勝山支所から南東へ約１．２ｋｍに位置している、過去

に農業公共投資の対象となっていない集団性のある農地で「第１種農地」となり

ます。該当条文は、議案書記載のとおりでございます。 

転用目的は、特定建築条件付売買予定地２区画を整備するもので、申請理由は、

申請地周辺は、宅地化が進み、人口が増加傾向にあるなど住宅の需要が見込まれ

ることから、この度の計画に至ったもので、市外に居住しており、管理が困難な

譲渡人が、譲受人の要望に応じたものでございます。売買による所有権の移転と

なっております。 

申請者からは、申請に必要な事項が記載された関係書類が全て提出されてお

り、事務局は、農地転用事業者である譲受人はこの度の申請に係る用途に供する

ことが確実であると判断しております。 

一体利用地の１筆については、土地所有者からの同意書が提出されており、残

りの一体利用地の２筆についても、下関市から取得予定である法人から同意書

が提出されており、確保は確実で、計画面積は土地利用計画及び標準的な建物の

建ぺい率からみて適当であると判断しております。 

申請地に隣接した農地は、法定外公共物等で分断された農地のみで、汚水は合
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併浄化槽で処理される予定で、雨水とともに既存の側溝に放流されることから、

周辺農地の営農には支障ないと判断いたしました。 

なお、申請地西側の公衆用道路の所有者は議案第３号１番の申請者で、通行及

び雨水や汚水の放流についても、土地所有者として承諾しております。 

この度の転用については、第１種農地ではございますが、農地法施行規則第３

３条第４号、「住宅その他申請に係る土地の周辺の地域において居住する者の日

常生活又は業務上必要な施設で、集落に接続して設置されるもの」に該当してお

り、提出された申請書類からも農地転用許可し得るものと判断でき許可基準を

満たしていると考えられます。 

なお、許可することとした場合、農地転用事業者から土地購入者への土地の引

き渡しの時期等の条件を付して許可することとし、住宅が建築されるまでの間、

事務局にてその都度状況を確認することといたします。 

本案件は、開発許可と同時施行とし、議案第３号１番の承認日と同時許可とい

たします。 

 

２２ページに戻りまして、６番。 

申請者、土地の所在等は、議案書に記載のとおりでございます。位置図は４６、

５０ページ、公図は５１ページで、土地利用計画図は５２ページをご覧ください。 

申請地は、下関市役所勝山支所から南東へ約１．２ｋｍに位置している、過去

に農業公共投資の対象となっていない孤立した農地で「第２種農地」となります。 

転用目的は、特定建築条件付売買予定地２区画を整備するものでございます。 

申請理由は、申請地周辺は、宅地化が進み、人口が増加傾向にあるなど住宅の

需要が見込まれることから、この度の計画に至ったもので、市外に居住しており、

管理が困難な譲渡人が譲受人の要望に応じたものでございます。売買による所

有権の移転となっております。 

申請者からは、申請に必要な事項が記載された関係書類が全て提出されてお

り、事務局は、農地転用事業者である譲受人はこの度の申請に係る用途に供する

ことが確実であると判断しております。 

一体利用地の１筆は譲受人の所有地で、確保は確実で、計画面積は土地利用計

画及び標準的な建物の建ぺい率からみて適当であると判断しております。 

申請地に隣接した農地はなく、汚水は合併浄化槽で処理される予定で、雨水と

ともに既存の側溝に放流されることから、周辺農地の営農には支障ないと判断

いたしました。 

なお、申請地北側の公衆用道路を通行し、その道路側溝に計画地内からの雨水

や汚水が放流されますが、譲受人が持分を所有しております。 

この度の転用については、「他に適当な土地はなく」、提出された申請書類から
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も農地転用許可し得るものと判断でき許可基準を満たしていると考えられます。 

なお、許可することとした場合、農地転用事業者から土地購入者への土地の引

き渡しの時期等の条件を付して許可することとし、住宅が建築されるまでの間、

事務局にてその都度状況を確認することといたします。 

本案件は、開発許可と同時施行といたします。 

 

７番と８番は隣接地で、転用目的も同じでございますので、合わせてご説明い

たします。 

総会議案書は、２３ページでございます。７番、８番。 

申請者、土地の所在等は、議案書に記載のとおりでございます。７番の位置図

は５３、５４ページ、公図は５５ページで、土地利用計画図は５６ページ、８番

の位置図は５３、５７ページ、公図は５８ページで、土地利用計画図は５９ペー

ジをご覧ください。 

申請地は、ＪＲ山陽本線新下関駅から北西へ約９８０ｍに位置している、過去

に農業公共投資の対象となっていない集団性のある農地で「第１種農地」となり

ます。該当条文は、議案書記載のとおりでございます。 

転用目的は、特定建築条件付売買予定地で、７番は４区画、８番は１区画を整

備するものでございます。 

申請理由は、申請地周辺は、閑静な住宅地で、環境も利便性も良く住宅の需要

が見込まれることから、この度の計画に至ったもので、耕作及び管理が出来ない

譲渡人が、各譲受人の要望に応じたものでございます。売買による所有権の移転

となっております。 

各申請者からは、申請に必要な事項が記載された関係書類が全て提出されて

おり、事務局は、農地転用事業者である各譲受人はこの度の申請に係る用途に供

することが確実であると判断しております。 

７番の一体利用地の法定外公共物の用途廃止部分は、既に下関市長から用途

廃止の通知書が交付されており、売払申請者は譲渡人でございます。 

残りの一体利用地は、どちらの案件も市道加工部分のみで、施工に必要な申請

書が提出されており確保は確実で、計画面積は土地利用計画及び標準的な建物

の建ぺい率からみて適当であると判断しております。 

７番の案件については、住宅の建築工事費が１棟分のみの計上となっており

ますが、同地区においては、既に事務局も過去の販売実績等の情報を把握してお

り、同地区での販売実績、ニーズからみて、この度の資金計画書は、妥当である

と判断いたしました。 

どちらの申請地にも隣接した農地はなく、７番の汚水は合併浄化槽で処理さ

れる予定で、雨水とともに新設の道路側溝から既存の道路側溝をとおり農業用
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用排水路に放流されますが、水利組合の代表者に説明がなされております。 

８番の汚水は合併浄化槽で処理される予定で、雨水とともに道路側溝に放流

されることから、どちらの案件も周辺農地の営農には支障ないと判断いたしま

した。 

この度の転用については、第１種農地ではございますが、農地法施行規則第３

３条第４号、「住宅その他申請に係る土地の周辺の地域において居住する者の日

常生活又は業務上必要な施設で、集落に接続して設置されるもの」に該当してお

り、提出された申請書類からも農地転用許可し得るものと判断でき許可基準を

満たしていると考えられます。 

なお、許可することとした場合、農地転用事業者から土地購入者への土地の引

き渡しの時期等の条件を付して許可することとし、住宅が建築されるまでの間、

事務局にてその都度状況を確認することといたします。 

７番、８番は、開発許可を含む同時許可といたします。 

 

総会議案書、２４ページをお開きください。９番。 

申請者、土地の所在等は、議案書に記載のとおりでございます。位置図は６０、

６１ページ、公図は６２ページで、土地利用計画図は６３ページをご覧ください。 

申請地は、ＪＲ山陽本線新下関駅から北西へ約１．２ｋｍに位置している、過

去に農業公共投資の対象となっていない小集団の農地で「第２種農地」となりま

す。転用目的は、自己用住宅でございます。 

申請理由は、申請地周辺は、閑静な住宅地で、子供の教育等にも適した環境に

位置していことから、この度の計画に至ったもので、長年耕作していない申請地

を相続した譲渡人が、譲受人の要望に応じたものでございます。売買による所有

権の移転となっております。 

一体利用地は市道占用部分のみで、道路占用許可指令書が提出されており確

保は確実で、計画面積は土地利用計画及び建ぺい率からみて適当であると判断

しました。 

申請地の西側の農地の一部は、既に農業用倉庫の建築を目的に農地転用がな

されておりますが、申請地と隣接する農地もございますので、土砂の流出対策と

して整地により勾配調整する計画となっております。 

汚水は合併浄化槽で処理され、雨水とともに新設予定の暗渠から道路側溝に

放流されることから、周辺農地の営農には支障ないと判断いたしました。 

本案件は、「他に適当な土地がないため」、許可基準を満たしていると考えられ

ます。 

許可することとした場合、本案件は、開発許可と同時施行といたします。 
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１０番、１１番、１２番は隣接地で、転用目的も同じでございますので、合わ

せてご説明いたします。 

総会議案書は、２４ページ、２５ページでございます。１０番、１１番、１２

番。 

申請者、土地の所在等は、議案書に記載のとおりでございます。位置図は６０、

６４ページ、公図は６５ページで、１０番の土地利用計画図は６６ページ、１１

番の土地利用計画図は６７ページ、１２番の土地利用計画図は６８ページをご

覧ください。 

申請地は、ＪＲ山陽本線新下関駅から北西へ約１．２ｋｍに位置している、過

去に農業公共投資の対象となっていない小集団の農地で「第２種農地」となりま

す。転用目的は、自己用住宅でございます。 

１０番の申請理由は、閑静な住宅地で、動物の飼育にも適した環境に位置して

いることから、この度の計画に至ったもので、１１番、１２番の申請理由は、申

請地周辺は、閑静な住宅地で、子供の教育等にも適した環境に位置していことか

ら、この度の計画に至ったもので、長年耕作していない申請地を相続した譲渡人

が、各譲受人の要望に応じたものでございます。 

売買による所有権の移転となっており、３件とも、一体利用地はございません。 

１０番の計画面積は、土地利用計画及び建ぺい率からみて適当で、１１番、１

２番についても、計画面積は、土地利用計画及び通路部分を除く敷地面積にて算

出した建ぺい率では２２％を超えており、適当であると判断しております。 

各申請地には隣接した農地はなく、汚水は合併浄化槽で処理され、１０番は雨

水とともに道路側溝に、１１番、１２番は新設予定の各水路から道路側溝に放流

されることから、周辺農地の営農には支障ないと判断いたしました。 

なお、各申請者の車両が１１番の申請地の一部、１２番の申請地の一部を通行

いたしますが、各譲受人は承諾しております。 

３件とも、「他に適当な土地がないため」、許可基準を満たしていると考えられ

ます。 

許可することとした場合、１０番、１１番、１２番は、開発許可を含む同時許

可といたします。 

２５ページに戻りまして、１３番。 

申請者、土地の所在等は、議案書に記載のとおりでございます。は６９、７０

ページ、公図は７１ページで、土地利用計画図は７２ページをご覧ください。 

申請地は、ＪＲ山陽本線新下関駅から北西へ約１．１ｋｍに位置している、過

去に農業公共投資の対象となっていない集団性のある農地で「第１種農地」とな

ります。該当条文は、議案書記載のとおりでございます。 

転用目的は、自己所有の畑へ農耕作業車が乗り入れできるよう農道の整備を
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計画したもので、譲渡人が譲受人の要望に応じたものでございます。 

売買による所有権の移転となっており、一体利用地はなく、計画面積は土地利

用計画からみて適当であると判断しております。 

土砂の流出対策としては、申請地に隣接した農地が一部ございますが、申請地

よりも高い位置にあり、また、造成により勾配調整を行う計画となっております。 

汚水の発生はなく、雨水のみ自然流下され道路側溝に放流されることから、周辺

農地の営農には支障ないと判断いたしました。 

本案件は、第１種農地ではございますが、「自己所有農地の保全又は利用上必

要な施設」であり、農地法施行令第１１条第１項第２号イに該当し、許可基準を

満たしていると考えられます。 

 

２５ページに戻りまして、１４番。 

申請地は、番号１３番の隣接地となります。 

申請者、土地の所在等は、議案書に記載のとおりでございます。位置図は６９、

７０ページ、公図は７１ページで、土地利用計画図は７３ページをご覧ください。 

申請地は、ＪＲ山陽本線新下関駅から北西へ約１．１ｋｍに位置している、過

去に農業公共投資の対象となっていない集団性のある農地で「第１種農地」とな

ります。該当条文は議案書記載のとおりで、転用目的は自己用住宅でございます。 

申請理由は、現在、賃貸住宅に居住して譲受人が、将来のことを考え、利便性

が良く、土地購入費も安価な申請地に住宅の建築を計画したもので、譲渡人が譲

受人の要望に応じたものでございます。売買による所有権の移転となっており

ます。 

本案件にも一体利用地はなく、計画面積は土地利用計画及び建ぺい率からみ

て適当であると判断しております。 

なお、土地利用計画図に事業用車両の駐車場２台分が図示されておりました

ので、車検証を提出いただいております。 

土砂の流出対策としては、申請地に隣接した農地が一部ございますが、造成し、

法面は芝張りで養生する計画となっており、周辺農地の営農には支障ないと判

断いたしました。 

本案件は、第１種農地ではございますが、農地法施行規則第３３条第４号、「住

宅その他申請に係る土地の周辺の地域において居住する者の日常生活又は業務

上必要な施設で、集落に接続して設置されるもの」に該当し許可基準を満たして

いると考えられます。 

許可することとした場合、本案件は開発許可と同時施行といたします。 

番号１５番、１６番、１７番は、隣接地で転用目的も同じでございますので、

合わせてご説明いたします。 
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総会議案書は、２６ページ、２７ページでございます。１５番、１６番、１７

番。 

申請者、土地の所在等は、議案書に記載のとおりでございます。１５番の位置

図は７４ページから７６ページ、公図は７７ページで、土地利用計画図は７８ペ

ージ、１６番の位置図は７４、７５、７９ページ、公図は８０ページで、土地利

用計画図は８１ページ、１７番の位置図は７４、７５、８２ページ、公図は８３

ページで、土地利用計画図は８４ページをご覧ください。 

申請地は、ＪＲ山陰本線福江駅から南へ約８５０ｍに位置している、過去に農

業公共投資の対象となっていない集団性のある農地で「第１種農地」でございま

す。該当条文は、議案書記載のとおりでございます。 

転用目的は、全て特定建築条件付売買予定地で、１５番が４区画、１６番、１

７番が各２区画を整備するものでございます。 

申請理由は、申請地周辺は、宅地化が進み、人口が増加傾向にあるなど、今後

も住宅の需要が見込まれることから、この度の計画に至ったもので、管理が困難

な各譲渡人等が、譲受人の要望に応じたものでございます。 

売買による所有権の移転となっております。 

各申請者からは、申請に必要な事項が記載された関係書類が全て提出されて

おり、事務局は、農地転用事業者である各譲受人はこの度の申請に係る用途に供

することが確実であると判断しております。 

１６番、１７番には一体利用地はなく、１５番の一体利用地は、市道や法定外

公共物の加工部分のみで、施工に必要な各申請書が提出されており確保は確実

で、土地利用計画からみて計画面積は適当であると判断しております。 

また１５番の３番、４番、１６番の２番、１７番２番は、標準的な建物の建ぺ

い率が２２％以上となっており、残りの住宅地についても土地売買契約書の特

約条項にて２２％以上の建築物を建築する旨の記載があることから、全て建ぺ

い率からみても計画面積は適当であると判断いたしました。 

各申請地には、赤線で分断された農地がございますが、擁壁及び見切りを設置

する計画となっております。 

汚水は雨水とともに新設の水路から道路側溝に放流されることから、周辺農

地の営農には支障ないと判断いたしました。 

総会議案書７８ページをお開きください。 

１５番が整備する道路の側溝に番号１６番、１７番からの汚水及び雨水が放

流されますが、１５番の譲受人は承諾しております。 

また、１５番の譲受人は、番号１６番、１７番の譲受人の車両等の通行及び各

申請地への水道の引き込み管の埋設についても承諾しております。 
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この度の転用については、第１種農地ではございますが、農地法施行規則第３

３条第４号、「住宅その他申請に係る土地の周辺の地域において居住する者の日

常生活又は業務上必要な施設で、集落に接続して設置されるもの」に該当してお

り、提出された申請書類からも地転用許可し得るものと判断でき、許可基準を満

たしていると考えられます。 

なお、許可することとした場合、農地転用事業者から土地購入者への土地の引

き渡しの時期等の条件を付して許可することとし、住宅が建築されるまでの間、

事務局にてその都度状況を確認することといたします。 

なお、全ての案件について開発許可を含む同時許可といたします。 

 

総会議案書、２７ページをお開きください。 

本案件は、第１１回総会議案第３号１３番にてご審議いただき許可と決して

おりましたが、後ほど報告第６号にてご報告いたしますが、２月２１日付で被害

防除計画の記載に誤りがあることが判明したため、申請者から許可申請取下申

出書が提出され、改めて申請がなされたものでございます。 

詳しくご説明いたします。 

先月の総会では、汚水の放流先を道路側溝と説明をさせていただいておりま

したが、正しくは農業用用排水路でございました。 

事務局も、当初の現地調査時では道路側溝であるとの認識でございましたが、

改めて現地調査をしたところ農業用の水路であることを確認いたしました。合

併浄化槽で処理された汚水の放流先が農業用用排水路であっても問題はござい

ませんが、水利権者や取水者に事前説明を行い、その旨を被害防除計画書に記載

することとなっております。 

それでは、ご説明いたします。１８番。 

申請者、土地の所在等は、議案書に記載のとおりでございます。 

位置図は８５、８６ページ、公図は８７ページで、土地利用計画図は８８ペー

ジをご覧ください。 

申請地は、ＪＲ山陰本線安岡駅から北東へ約１．５ｋｍに位置している、過去

に農業公共投資の対象となっていない孤立した農地で「第２種農地」となります。 

転用目的は、特定建築条件付売買予定地１５区画を整備するものでございま

す。 

申請理由は、申請地周辺は、宅地化が進み、子育ての居住環境にも恵まれてい

ることから申請地区を選定し、既存の住宅団地に接している、住宅の需要が見込

まれる申請地に計画したもので、維持管理が困難な譲渡人が、譲受人の要望に応

じたものでございます。売買による所有権の移転となっております。 

申請者からは、申請に必要な事項が記載された関係書類が全て提出されてお
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り、事務局は、農地転用事業者である譲受人はこの度の申請に係る用途に供する

ことが確実であると判断しております。 

一体利用地の２筆については土地所有者からの同意書が提出されており、残

りの一体利用地は県道、市道、法定外公共物の加工部分のみで、施工に必要な各

申請書が提出されており確保は確実で、土地利用計画からみて計画面積は、適当

であると判断しております。 

また、住宅４、住宅６、住宅１３以外は標準的な建物の建ぺい率が２２％以上

となっており、住宅４、住宅６、住宅１３についても土地売買契約書の特約条項

にて２２％以上の建築物を建築する旨の記載があることから、全て建ぺい率か

らみても計画面積は適当であると判断いたしました。 

なお、本案件は、住宅の建築工事費が２棟分のみの計上となっておりますが、

同地区においては、既に事務局も過去の販売実績等の情報を把握しており、同地

区での販売実績、ニーズからみて、この度の資金計画書は、妥当であると判断い

たしました。 

申請地に隣接した農地はなく、汚水は合併浄化槽で処理される予定で、雨水と

ともに新設の道路側溝から農業用用排水路に放流されますが、地元の水利組合

代表者に説明がなされており、周辺農地の営農には支障ないと判断いたしまし

た。この度の転用については、下関土地改良区から、土地改良区の事業には支障

ない旨の内容が記載された意見書が提出されております。 

本案件は、「他に適当な土地はなく」、提出された申請書類からも農地転用許可

し得るものと判断でき許可基準を満たしていると考えられます。 

なお、許可することとした場合、農地転用事業者から土地購入者への土地の引

き渡しの時期等の条件を付して許可することとし、住宅が建築されるまでの間、

事務局にてその都度状況を確認することといたします。 

本案件は、開発許可と同時施行といたします。 

 

続きまして、議案第２号１９番、議案第３号２番を、合わせてご説明いたしま

す。まず初めに、議案第３号２番でございます。 

総会議案書、９７ページをお開きください。２番。 

申請者、土地の所在等は、議案書に記載のとおりでございます。位置図は１０

４、１０５ページ、申請時の公図は１０６ページ、現在の公図が１０７ページ、

変更前の土地利用計画図は１０８ページ、変更後の土地利用計画図は１０９ペ

ージをご覧ください。 

変更理由は、隣接地の開発事業者から、申請地の一部と計画地の一部を開発区

域の一部として利用したいとの相談を受け、この度の計画変更に至ったもので、

変更区分は土地利用計画の変更でございます。 
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詳しくご説明いたします。 

総会議案書１０７ページをお開きください。 

議案第２号１９番の開発計画に伴い、計画区域から、法面部分で整備された、

農地３筆と原野１筆を除外し、議案第２号１９番の宅地敷地として利用しよう

とするものでございます。 

除外部分の４筆は、全て議案第２号１９番の一体利用地となります。 

続きまして、議案第２号１９番についてご説明いたします。 

総会議案書、２８ページをお開きください。１９番。  

申請者、土地の所在等は、議案書に記載のとおりでございます。位置図は８９、

９０ページ、公図は９１ページで、土地利用計画図は９２ページをご覧ください。 

申請地は、ＪＲ山陰本線安岡駅から北東へ約１．４ｋｍに位置している、過去

に農業公共投資の対象となっていない集団性のある農地で、第１種農地」となり

ます。該当条文は、議案書記載のとおりでございます。 

転用目的は、特定建築条件付売買予定地４区画を整備するもので、申請理由は、

申請地周辺は、宅地化が進み、人口が増加傾向にあるなど子育ての居住環境にも

恵まれており、既存の住宅団地にも接し、住宅の需要が見込まれることから、こ

の度の計画に至ったもので、維持管理が困難な各譲渡人が譲受人の要望に応じ

たものでございます。売買による所有権の移転となっております。 

申請者からは、申請に必要な事項が記載された関係書類が全て提出されてお

り、事務局は、農地転用事業者である譲受人はこの度の申請に係る用途に供する

ことが確実であると判断しております。 

一体利用地の３筆については、議案第３号２番の申請者は承諾しており、２筆

は土地所有者から開発行為の同意書が提出されております。残りの一体利用地

は法定外公共物加工部分のみで、施工に必要な申請書が提出されており確保は

確実で、計画面積は土地利用計画及び標準的な建物の建ぺい率からみて適当で

あると判断しております。 

土砂流出対策としては、申請地に隣接した農地が一部ございますが、擁壁等を

設置し、一部はコンクリート張りする計画となっております。 

汚水は合併浄化槽で処理される予定で、雨水とともに既存の側溝に放流され

ることから、周辺農地の営農には支障ないと判断いたしました。なお、申請地北

側の公衆用道路の転用事業者は議案第３号２番の申請者で、通行及び雨水や汚

水の放流についても転用事業者として承諾しております。 

この度の転用については、第１種農地ではございますが、農地法施行規則第３

３条第４号、「住宅その他申請に係る土地の周辺の地域において居住する者の日

常生活又は業務上必要な施設で、集落に接続して設置されるもの」に該当してお

り、提出された申請書類からも農地転用許可し得るものと判断でき許可基準を
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満たしていると考えられます。 

なお、許可することとした場合、農地転用事業者から土地購入者への土地の引

き渡しの時期等の条件を付して許可することとし、住宅が建築されるまでの間、

事務局にてその都度状況を確認することといたします。 

本案件は、開発許可と同時施行とし、議案第３号２番の承認日と同時許可とい

たします。 

 

２８ページに戻りまして、２０番。 

申請者、土地の所在等は、議案書に記載のとおりでございます。 

位置図は９３、９４ページ、公図は９５ページで、土地利用計画図は９６ペー

ジをご覧ください。 

申請地は、下関市役所清末支所から南東へ約１．５ｋｍに位置している、過去

に農業公共投資の対象となっていない小集団の農地で「第２種農地」となります。 

転用目的は、太陽光発電設備でございます。 

本案件は、再生可能エネルギー発電事業計画の認定を受け行われる事業であ

り、いわゆるフィットによる発電設備の設置でございます。 

申請理由は、申請地は、日当たりが良く一日中日照を得ることができ、安定的

な発電量が見込まれることから、適地であるとの判断により選定がなされたも

ので、譲渡人が譲受人の要望に応じたものでございます。 

なお、申請者からは代替地検討表が提出されており、権利移動の区分は地上権

の設定となっております。 

本案件には、一体利用地はなく、計画面積は土地利用計画からみて適当である

と判断しております。 

総会議案書９６ページをお開きください。 

土砂の流出対策としては、申請地に隣接した農地はございますが、南側には、

既に農業用の側溝が設置されており、西側にも農業用の土水路がございます。 

また、パネルを設置予定の計画地には土水路を新設する計画となっており、合わ

せて整地により勾配調整も行う計画になっていることから、事務局は、問題ない

と判断いたしました。 

汚水の発生はなく、雨水のみ道路側溝又は農業用の既存側溝から農業用用排

水路に放流されますが流下量に変化はないことから、周辺農地の営農には支障

ないと判断いたしました。 

本案件は、「他に適当な土地がないため」、許可基準を満たしていると考えられ

ます。 

以上でございます。 
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議長（山田会長） 

事務局の説明が終わりましたので、質疑の前に、担当委員に現地調査の結果の

報告をお願いします。 

１番から５番まで、５番に合わせて議案第３号１番、６番から１９番まで、１

９番に合わせて議案第３号２番の案件について、議席番号５番 田﨑育子委員、

報告をお願いします。 

 

田﨑育子委員 

 議席番号５番の田﨑です。１番の案件についてご説明いたします。 

３月９日、農業委員２名、事務局職員２名で現地の確認に参りました。現地は

下関北運動公園の近くにある第２種農地です。申請地と北運動公園の間には水

田が広がっています。 

譲受人は延行地区で特定建築条件付売買予定地を探していたところ、支所や

学校やスーパー等にも近く住宅の需要があることから、選定したもので、高齢で

耕作が困難となり管理もできない譲渡人が譲受人の要望に応じたものです。 

特定建築条件付売買予定地が１２区画、宅地分譲が１１区画となっています。

汚水は合併浄化槽で処理し、雨水は農業用用排水路又は新設の道路側溝を経て、

いずれも河川に放流されます。申請に必要な書類は添付されており、周辺農地の

営農には支障がないと思われます。 

 

続きまして、２番と３番の案件について、現地調査のご報告をいたします。 

こちらも、３月９日、農業委員２名と事務局職員２名で現地調査を行っており

ます。 

２番と３番の申請地は、      の石原車庫の近くで、第４回総会にて、

ご審議いただいた、特定建築条件付売買予定を目的に大規模な農地転用申請が

なされた場所からも近くに位置しております。申請地は、保全管理がなされてい

ない荒れた農地で、現地調査では、建物は確認できませんでした。 

どちらの案件についても、現地調査資料にて、申請に必要な、確約書や契約書

等の書類も確認しております。 

各申請地には、隣接した農地がございましたが、事務局説明のとおり、土砂の

流出対策は、しっかり計画がなされております。 

２番の汚水は、合併浄化槽で処理され、雨水とともに新設の道路側溝から新設

の水路をとおり河川に放流されます。３番の汚水は、合併浄化槽で処理され、雨

水とともに新設の道路側溝から農業用用排水路に放流されますが、被害防除計

画書にて取水者への説明がなされているとの記載がございましたので、どちら

の案件も、周辺農地の営農には支障ないと判断しました。 



22 

 

 

４番です。こちらも３月９日、農業委員２名、事務局職員２名で現地調査を行

いました。申請地は、小集団の第２種農地で周囲には住宅団地や新下関の商業団

地が広がっていました。 

不動産業を営む譲受人は、申請地は市道に面し、周辺に住宅地、ＪＲ新下関駅

があり、交通の便もよく住宅の需要が見込まれることから、特定建築条件付売買

予定地３０区画を計画したものです。譲渡人は１０人おられますが、現在居住者

２人、耕作の意思のない者３人、それぞれ高齢で後継者がいない者が５人で、そ

れぞれが譲受人の要望に応じたものです。 

申請に必要な書類も添付されております。汚水は合併浄化槽で処理される予

定で、雨水は農業用排水路又は新設の側溝から河川に放流されることから、周囲

の農地に影響はないと思われます。致し方ないと思います。 

 

続きまして、議案第３号１番の事業計画変更についてご説明いたします。 

こちらも、３月９日、農業委員２名と事務局職員２名で現地調査を行っており

ます。 

申請地は、既に造成工事が完了し、事務局の資料にて、開発行為の検査済証も

確認しております。この度の除外部分は、元々は、法定外公共物で、担当課との

調整も既になされておりますので、何ら問題ないと思います。 

 

続きまして、５番について、現地調査のご報告をいたします。 

こちらも、３月９日、農業委員２名と事務局職員２名で現地調査を行っており

ます。 

申請地は、国道２号線沿い       から北に少し下った場所で、近くに

は、     がございます。申請地周辺は、過去に、アパートや建売住宅、特

定建築条件付売買予定地等を目的に農地転用がなされ、宅地化した地域です。 

現地調査資料にて、申請に必要な、確約書や契約書等の書類も確認しておりま

す。申請地には、直接隣接した農地はございませんが、事務局説明のとおり、土

砂の流出対策は、しっかり計画がなされております。 

汚水は、合併浄化槽で処理され、雨水とともに既存の側溝に放流されますので、

周辺農地の営農には支障ないと判断しました。 

 

続きまして、６番の案件について、現地調査のご報告をいたします。 

こちらも、３月９日、農業委員２名と事務局職員２名で現地調査を行っており

ます。 

申請地は、５番の申請地からも近く、孤立した農地で、住宅に囲まれた土地で
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ございます。現地調査資料にて、申請に必要な、確約書や契約書等の書類も確認

しております。隣接した農地はないことから、周辺農地の営農には支障ないと判

断しました。 

 

次は７番、８番の案件についてご説明いたします。３月９日、農業委員２名、

事務局職員２名で現地確認にまいりました。 

申請地は、集落に接続している第２種農地です。前方にはＪＲ新下関駅、商業

団地が広がっているところです。 

譲受人は閑静な住宅街で環境もよく人気の地区なので特定建築条件付売買予

定地、７番は４区画を、８番は１区画を計画したものです。譲渡人は耕作も管理

もできないため、譲受人の申出に応じたものです。申請に必要な書類も添付され

ており、周辺農地には支障がないと判断いたしました。致し方ないと思われます。 

 

９番、１０番、１１番、１２番の案件について申し上げます。３月９日、農業

委員２名、事務局職員２名で現地確認に参りました。 

申請地は、ＪＲ新下関駅や新下関の商業団地があり、利便性のよい高台で集落

に接続し住宅化が急速に進んでいるところの第２種農地です。自己用住宅の申

請です。９番、１１番は子供の教育、１２番は良い環境と転校しなくともよいと

ころ、１０番は動物を飼うのに適していることから自己用住宅を計画し、譲渡人

は相続した農地で申請地が長年耕作していないことから譲受人の申出に応じた

ものです。 

 

続きまして１３番。３月９日、農業委員２名、事務局職員２名で現地確認に参

りました。 

申請地はＪＲ新下関駅や商業地域が近くにあり集落に接続している第１種農

地です。譲受人は譲渡人の農地の上に自己所有の畑があり進入路の整備のため

購入を譲渡人に申し出たものです。譲受人の要望に応じたものです。 

 

１４番の案件について申し上げます。３月９日、農業委員２名、事務局職員２

名と現地確認に参りました。 

申請地は、１３番の申請地に隣接し、集落に接続している第１種農地です。農

地はよく管理されていました。自己用住宅の申請で譲受人は現在、賃貸住宅に住

んでいて将来のことを考え自己用住宅の建築を計画したもので、譲渡人は譲受

人の要望に応じたものです。汚水は合併浄化槽、道路側溝へとなっております。

周辺の農地に支障はなく、致し方ないと思います。 
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続きまして、１５番、１６番、１７番の案件について申し上げます。国道１９

１号線                登ったところにある、集落に隣接す

る第１種農地です。近くにビニールハウスもありますが、ほとんど荒廃地となっ

ていました。 

この度の申請は、譲受人は、申請地周辺は宅地化が進行しており、住宅の需要

が見込まれるため、特定建築条件付売買予定地を計画したものです。譲渡人は現

在耕作をしておらず、管理の困難な状況で思案していたところ、譲受人より申請

地購入の打診があったため売買に応じたものです。南側の農地所有者の要望に

より水利管理しての利用も計画されております。 

それぞれの案件につきましても、申請に必要な書類が添付されており、法面は

コンクリートで処理するとのことです。汚水の処理は合併浄化槽から道路側溝

となっています。周辺の農地には支障がないと思われます。１５番が４九画、１

６番が２区画、１７番が２区画です。 

 

１８の案件について申し上げます。３月９日、農業委員２名、事務局職員２名

で現地確認に参りました。現地利用調査資料、利害向上利用計画に地元の水利組

合に説明したことが記載されておりました。申請に必要な書類も添付されてお

ります。 

先に議案３号２番の案件について説明させていただきます。事業計画の変更

ですけれども、これは理由書が添付されておりまして、本来であれば事業完了後

に一体利用地として提供するところでございますが、令和４年４月１日から市

街化調整区域内の開発を抑制する区域の見直しがされることから、隣接地の開

発事業者の要望に応じ、この度の計画変更に至ったものです。大変勝手なお願い

ながら、この度の変更承認申請についてご受理いただきますようお願いいたし

ます。という記述がございます。 

 

それに続きまして、１９番の案件について申し上げます。３月９日、農業委員

２名、事務局職員２名で現地確認に参りました。 

周辺は荒廃農地が広がる第２種農地です。集落に接続し、既存の住宅団地に接

続しています。譲受人は良好な住宅地で住宅の需要が見込まれるため、特定建築

条件付売買予定地４区画を計画し譲渡人に申し出たところ、維持管理が困難な

ことから譲受人の要望に応じたものです。汚水の排水は合併浄化槽から道路側

溝となっています。周辺の農地に支障はないと思われます。致し方ないと思いま

した。 

以上、よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

 



25 

 

議長（山田会長） 

続きまして、２０番の案件について、議席番号２番 新久保克己委員、報告を

お願いします。 

 

新久保克己委員 

 ２番の新久保です。２０番の案件につきまして、現地確認の結果を報告します。

３月８日に農業委員２名と事務局職員２名で現地確認を行いました。 

申請内容ですが、譲受人が日当たりの良い申請地に太陽光発電を計画したと

ころ、現在耕作しておらず、今後も耕作の予定がない譲渡人が要望に応じたもの

であります。汚水はなく、雨水は新設の土水路及び既存の側溝に放流するもので、

周辺の農地に影響はないものと思われます。ご審議のほどよろしくお願いをい

たします。 

 

議長（山田会長） 

 事務局の説明及び担当委員の報告が終わりましたので、これより質疑に入り

ます。 

質疑はございませんか。 

伊田喜弘委員 

 はい。 

 

議長（山田会長） 

 どうぞ。 

 

伊田喜弘委員 

 １３番伊田です。特定建築条件付売買予定地として、どんどん農地が開発され

ています。これについては、それぞれ審査をされているのでよろしいかと思いま

す。しかし、特に安岡地区では急激に開発が進んでいます。戸数でどのくらいか

を把握されていますか。それと、安岡地区は大きな河川がございません。汚水は

合併浄化槽で処理されるのは結構ですが、その後は、ほとんどが農業用用排水路

に放流される計画となっているようです。これは今回に限らず、いままでも相当

数のものが同様の計画であったと思います。それでですね、これは要望になるか

と思うのですが、農業委員会として、安岡地区における早期の下水道施設整備を、

市当局に要望すべきではないかと思うのですがいかがでしょうか。事務局、ご見

解がありましたらお聞かせください。 
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議長（山田会長） 

 事務局、お願いします。 

 

事務局（岡本主任） 

お答えいたします。いま伊田委員さんからありましたように、確かに安岡地区

では、この最近、いわゆるアパートであったり、特定建築条件付売買予定地であ

ったりと農地転用が多くなされております。開発のうち、農地転用の手続きが必

要なものについては、農業委員会で把握しておりますが、農地以外の宅地、雑種

地、山等で行われたものについては把握しておりません。 

事務局のから最初にお話しをさせていただきましたが、来月、４月１日から、

開発ができる区域が大幅に縮小されます。その影響で、今後はこれまでのように、

たくさんの開発は行われないのではと見込んでおります。また、建物を建てる際

には、一定規模であれば開発許可審査において水量計算を行いますので、既存の

水路、道路側溝に放流しても支障がないと判断されていると思います。 

農業委員会において、開発を伴う案件については、水利計算をする必要はござ

いません。ただし、直接に農業用用排水路に放流される場合には、水利権者、取

水者、また水利権者がなければ各関係団体に、事前に説明を行うこととされてお

りますので、被害防除計画にて確認させていただいております。 

以上でございます。 

 

議長（山田会長） 

 伊田委員、どうぞ。 

 

伊田喜弘委員 

私がお訊ねしたことの回答になっていません。開発ができる区域が縮小され

ることは知っております。申し上げたいのは、農業委員会は、農業者を保護する

組織ではないでしょうか。これだけ多くの汚水が、合併浄化槽で処理されたとは

いえ、農業用用排水に放流されるのです。それに対して、農業委員会は何もしな

くてよろしいのですか。なんらかのアクションをとるべきではありませんか。市

当局に対して、早期に下水道整備に着手して欲しい、これぐらいは要望すべきで

はないでしょうか。事務局長はどのように考えておられますか。見解をお聞かせ

下さい。 

 

議長（山田会長） 

 大和事務局長、お願いします。 
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事務局（大和事務局長） 

正直に申し上げますと、すぐにはお答えできません。ご意見がありましたので、

少し研究させていただかないと、この場でというのは難しい、ご理解いただきた

いと思います。以上でございます。 

 

伊田喜弘委員 

会長、いかがですか。みなさん、農業委員として、それでよろしいですか。個々

の案件に反対ということではありません。これは、法に基づいて、農業委員、事

務局が現地に行って調査し、総会で議決されたことですから、これに対して反対

はいたしません。しかし、どんどん家が建っていく、合併浄化槽で処理された水

が農業用用排水路に放流されていく。想像してみてください、よろしいですか。 

安岡地区においては、下水道整備に着手するよう要望を出して欲しいという

ことを言っているわけです。 

 

議長（山田会長） 

 下田委員、どうぞ。 

 

下田敏純委員 

農業委員会は、縦割りで物事を許可することになっているように感じますが、

伊田委員が言われたとおり、横の繋がりを持って対策をとっていくべきだと思

います。安岡地区の河川は小さく、洪水等の問題があります。このような状況で

すので、伊田委員が言われるのは、農業委員会も、下水道、開発行為の関係課と

連携をとって対策にあたるべきではないかということだと思います。 

別の話ですが、荒廃地や遊休農地がどんどん増えています。ＪＡ等関係機関と

協議会を作って、横の連携を取らなければ、解決に繋がらないと思いますので、

そのような取組を行って欲しいと思います。よろしくお願いします。 

 

議長（山田会長） 

 田﨑委員、どうぞ。 

 

田﨑育子委員 

私も安岡の住人として思うところがございます。総会で現地調査の報告をす

る際に、心苦しい事柄も多くあり、いったい私は何のための農業委員なんだろう

かと自問自答しております。 

私どもの安岡地域では、農地が荒れているところに目をつけられ、開発が進ん

でいるというのが現状でございます。また、大きな河川もございません。新型コ
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ロナウイルス感染症が蔓延する以前は、友田川という河川がございますが、地域

の小学生が蛍の幼虫を放流し、地域の住民も蛍祭という夏祭りを楽しんだもの

でございます。安岡地域の住環境が良いと言われれば、ありがたいことではござ

いますが、合併浄化槽から、どの程度の水が放流されているのか確認したいとい

う想いもございます。 

これで開発は行われないということですけれども、川の水は綺麗であっても

らいたいと思っております。また、小学校や中学校周辺の農地は、大雨が降れば

水が溜まる所ですが、そこのお米はおいしくないと言われないような環境を作

っていただきたいと思っております。みなさん、ありがとうございました。 

 

議長（山田会長） 

 伊田委員、どうぞ。 

 

伊田喜弘委員 

１３番伊田です。要望するかしないかは、すぐに結論がでないかと思うのです

が、例えば、農業委員会が議決書、要望書といったものを作成し、市当局に提出

することは可能なのでしょうか。 

 

議長（山田会長） 

 事務局、お願いします。 

 

事務局（白田事務局次長） 

お答えいたします。農業委員会は、農地の集積に関連して、市の農政施策につ

いて意見、提言を行うことができると、法律にも定めがございます。これ以外の

要望等はできないというものもございません。先ほど伊田委員がおっしゃられ

た懸念を持たれている方がいらっしゃることは、私も承知しております。しかし、

営農に支障を生じるか明確ではない現段階では、難しいと思われます。農地を守

るために、その転用にあたっては制限されております。 

現地調査にあたって、委員の皆様に最も着眼していただきたいのは、周辺の営

農に支障があるかどうかという点でございます。その点については、国の方では

細かな指針を示しておりません。そのことについて、国に対して、もう少し現場

に則した対応といいますか、判断の指針を定めるようにという要望は、行うこと

ができるのではないかと思います。 

また、農地を守るということに関しましては、農地転用が最も制限されている

のは、農業振興地域の農用地でございます。どのように農用地を取り扱うかは市

長部局が県と協議して進めている内容ですが、農業委員の皆様は、様々な場面で
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意見を述べる機会をお持ちだと思います。私見ではございますが、そのような機

会を活用していただくのがスムーズではないかと考えております。 

以上でございます。 

 

議長（山田会長） 

ただいま、伊田委員をはじめ、その関連として下田委員、田崎委員からご意見

をいただきました。それらについて、事務局から説明がございました。私といた

しましても、それぞれをお聞きしたなかで、まず、今回の開発許可につきまして

は、その関係する水利権者が、すべて賛同のうえで開発許可を認めているという

事実と、農地に対する弊害や懸念事項があるのではとのことでございますけれ

ど、それらにつきましては、実際にどのような懸念事項があるのか、具体的にど

のような問題が生じているかを把握し、示すことで、初めて農業委員会としての

見解をもって、手続きの申請をしてもらう、改めてもらう等の新たな動きを起こ

せると思っております。 

懸念されるからというのではなく、少し整理が必要であろうかと思っており

ます。しかしながら、伊田委員の持たれた懸念が生じないように進めて参りたい

と思っております。下田委員からのご意見につきましては、現在、農業施策に関

するアンケートを行っております。５月に専門委員会で整理、集約を行い、７月

に市長に提言書の提出を行うことを予定しておりますので、この提言書に要望

として記載させていただきたいと思っておりますので、ご了解いただけたらと

思います。 

最後に、４月から市街化調整区域での開発制限が強化されるため、農地転用が

若干少なくなることが見込まれております。今回は、遮二無二に、駆け込みで大

量の申請がございましたが、今後はこのようなこともなかろうと思われますの

で、よろしくお願いをいたします。 

 

それでは、質疑を打ち切り採決します。 

「議案第２号 農地法第５条第１項の規定による許可について」及び「議案第

３号 農地法第５条第１項による許可案件の事業計画変更の承認について」、原

案のとおり許可することに賛成の委員の挙手を求めます。 

挙手全員と認めます。 

よって、原案のとおり許可することと決しました。 

なお、１番、４番、５番、７番、８番、１３番から１９番までの案件について

の許可は、山口県ネットワーク機構の意見聴取を行ったのちに行うこととしま

す。 
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議長（山田会長） 

 次に日程第４「議案第４号 農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に

よる農用地利用集積計画の決定について」をお諮りします。 

 なお、本案件について、議席番号１０番 田上光義委員、議席番号１１番 河本

隆一委員、議席番号１２番 坂田謙祐委員、議席番号 有田孝義委員の４名が、農

業委員会等に関する法律第３１条「議事参与の制限」に該当しています。審議の

間の退室をお願いします。 

 

（該当委員退室） 

 

 それでは、事務局の説明を求めます。 

 

事務局（中川事務局長補佐） 

 ご説明いたします。 

総会議案書１１０ページをお開きください。１番。 

この案件は、令和４年４月１日公告予定分に係る決定でございます。 

詳細につきましては、別紙「議案第４号関係資料①」の「１．農用地利用   

集積計画一覧表（令和４年４月１日公告予定分）」をご覧ください。 

この案件は、利用権に係る決定でございます。 

別紙「議案第４号関係資料②」の１ページから３ページに、地区別の利用権設

定面積の一覧表、田畑の新規更新別の一覧表、期間別の一覧表をお示ししており

ます。 

いずれの案件も、計画内容は、「下関市農業経営基盤強化の促進に関する基本

的な構想」に適合し、農業経営基盤強化促進法第１８条第３項の各要件を満たし

ていると考えられます。 

以上でございます。 

 

議長（山田会長） 

 事務局の説明が終わりましたので、これより質疑に入ります。 

質疑はございませんか。 

ないようですので、質疑を打ち切り採決します。 

それでは、「議案第４号 農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定によ

る農用地利用集積計画の決定について」、原案のとおりとすることに賛成の委員

の挙手を求めます。 

挙手全員と認めます。 

よって、原案のとおりとすることと決しましたので、その旨を下関市長に通知
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します。 

 

（退室委員 入室） 

 

議長（山田会長） 

次に日程第５「議案第５号 農地中間管理事業の推進に関する法律第１８条第

１項の規定による農用地利用配分計画に係る意見決定について」をお諮りしま

す。 

なお、本案件について、議席番号２番 新久保克己委員、議席番号１１番 河本

隆一委員の２名が、農業委員会等に関する法律第３１条「議事参与の制限」に該

当しています。審議の間の退室をお願いします。 

 

（該当委員 退室） 

 

それでは、事務局の説明を求めます。 

 

事務局（中川事務局長補佐） 

 それでは、ご説明いたします。 

総会議案書１１１ページをお開きください。 

この案件は、農地中間管理機構が借受けた農地を、公募した借受け希望農家に

配分するにあたり、下関市長から農用地利用配分計画に係る意見を求められた

ものでございます。 

１番。 

内容につきましては、別紙「議案第５号関係資料①」の１ページ「１．農用地

利用配分計画（案）（下関区域分）」と２ページの「利用権の設定を受ける者の経

営状況（下関区域分）」をご覧ください。 

２番。 

内容につきましては、別紙「議案第５号関係資料①」の３ページ「２．農用地

利用配分計画（案）（菊川区域分）」と４ページの「利用権の設定を受ける者の経

営状況（菊川区域分）」をご覧ください。 

 ３番。 

 内容につきましては、別紙「議案第５号関係資料①」の５ページから１０ペー

ジの「３．農用地利用配分計画（案）（豊北区域分）」と１１ページの「利用権の

設定を受ける者の経営状況（豊北区域分）」をご覧ください。 

また、別紙「議案第５号関係資料②」に地区別の利用配分計画集計表を   

お示ししております。 



32 

 

本案件は、農地中間管理事業の推進に関する法律第１８条第５項の各要件を 

満たしていると考えられます。 

 以上でございます。 

 

議長（山田会長） 

 事務局の説明が終わりましたので、これより質疑に入ります。 

質疑はございませんか。 

ないようですので、質疑を打ち切り採決します。 

それでは、日程第５「議案第５号 農用地中間管理事業の推進に関する法律第

１８条第１項の規定による農地利用配分計画に係る意見決定について」、原案の

とおり「意見なし」とすることに賛成の委員の挙手を求めます。 

挙手全員と認めます。 

よって、原案のとおり「意見なし」と決しましたので、その旨の意見を付して

下関市長に送付します。 

 

（該当委員 入室） 

 

議長（山田会長） 

 次に日程第６「議案第６号 令和３年度利用状況調査に係る農地法第３５条第

１項の規定に基づく農地中間管理機構への通知について」をお諮りします。 

 それでは、事務局の説明を求めます。 

 

事務局（中川事務局長補佐） 

 ご説明いたします。 

総会議案書１１２ページをお開きください。 

令和３年度の農地利用状況調査により遊休農地と判定した６４３筆、７２５，

２７１㎡の農地について、農地法第３２条の規定に基づく農地利用意向調査を

実施した結果、本日までに回答のあった３２０筆、３７４，８０８㎡のうち農地

中間管理事業を利用する旨の意思表示のあった２１７筆、２５３，４８１㎡を農

地法第３５条第１項の規定に基づき、農地中間管理機構に通知するものでござ

います。１１３から１２２ページに機構への通知一覧表をお示ししています。 

なお、未回答の１７８筆、１８３，６９７㎡については再度意向確認を行い、

居所不明の１４５筆、１６６，７６６㎡についても再度調査を行います。詳細に

つきましては、別紙議案第６号関係資料「令和３年度利用状況調査分利用意向調

査結果」でご確認願います。 

以上でございます。 
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議長（山田会長） 

 事務局の説明が終わりましたので、これより質疑に入ります。 

質疑はございませんか。 

ないようですので、質疑を打ち切り採決します。 

 それでは、「議案第６号 令和３年度利用状況調査に係る農地法第３５条第１

項の規定に基づく農地中間管理機構への通知について」、原案のとおりとするこ

とに賛成の委員の挙手を求めます。 

挙手全員と認めます。 

よって、原案のとおりとすることと決しました。 

 

以上で、すべての議事が終了しました。 

 

議長（山田会長） 

続きまして、日程第７「報告第１号」から日程第１７「報告第１０号」までを

一括して、事務局に報告を求めます。 

 

事務局（中川事務局長補佐） 

 ご報告いたします。 

総会議案書１２３から１２５ページ、報告第１号「農地法第３条の３第１項の

規定による届出について」は１０件ございました。 

１２６ページ、報告第２号「農地法第４条第１項第８号の規定による転用届出

について」は１件ございました。 

内容につきましては、記載のとおりでございます。書類等そろっておりました

ので、専決により受理通知書を交付いたしました。 

１２７ページ、報告第３号「農地転用事業計画の変更届出について」は１件ご

ざいました。 

内容につきましては、記載のとおりでございます。 

報告第４号４番報告案件と同時受理いたしました。 

１２８ページ、報告第４号「農地法第５条第１項第７号の規定による転用届出

について」は４件ございました。 

内容につきましては、記載のとおりでございます。 

書類等そろっておりましたので、専決により受理通知書を交付いたしました。 

なお、４番の案件は、報告第３号１番報告案件と同時受理いたしました。 

１２９ページ、報告第５号「農地法施行規則第５３条の規定による転用届出に

ついて」は３件ございました。 
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内容につきましては、記載のとおりでございます。 

書類等そろっておりましたので、専決により通知を交付いたしました。 

１３０ページ、報告第６号「農地法の規定による許可申請の取下げについて」

は１件ございました。 

内容につきましては、記載のとおりでございます。 

１３１ページ、報告第７号「贈与税の納税猶予に関する引き続き農業経営を行

っている旨の証明について」は４件ございました。 

内容につきましては、記載のとおりでございます。 

農業委員による現地確認を行い、専決により証明を交付いたしました。 

１３２ページ、報告第８号「農地法第１８条第６項の規定による通知について」

は、利用権で設定されていた賃貸借の合意解約が３件ございました。 

内容につきましては、記載のとおりでございます。 

１３３ページ、報告第９号「農地の転用事実に関する証明について」は３件ござ

いました。 

内容につきましては、記載のとおりでございます。 

農業委員による現地確認を行い、提出された書類にて農地以外である旨が確

認できましたので証明証を交付いたしました。 

１３４、１３５ページ、報告第１０号「令和３年度第９回総会議案第９号の審

議案件の訂正について」でございます。 

内容につきましては、記載のとおりでございます。 

農地利用状況調査について、非農地の判定をされた農地でございますが、廃棄

物の投棄が見受けられましたので、遊休農地対象外としたものでございます。 

１３６ページ、報告第１１号「令和３年度第１１回総会議案第３号の審議案件

の訂正について」でございます。 

内容につきましては、記載のとおりでございます。 

以上、ご報告いたします。 

 

議長（山田会長） 

事務局の報告が終わりました。 

ただいまの報告第１号から報告第１０号までについて、質問等はございませ

んか。 

 有田委員、どうぞ。 

 

有田孝義委員 

 報告第１０号の件についてですが、会長、事務局、農業委員及び農地最適化推

進委員で協議し、違反転用だと、議案として提案しようと決めたと思うのですが、
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今回、取り扱いが変更されています。その理由をお聞かせ願いたい。 

 

事務局（中川事務局長補佐） 

 変更いたしました経緯を説明させていただきます。当初は、見直しの結果を違

反転用ということでお話をさせていただいていたと思います。事務局に戻り精

査いたしましたところ、現地の状態はごみが廃棄されてというものでございま

したので、これを、経緯を確認せずに違反転用と決めつけるのはいかがなものか

という考えがございました。しかしながら、この状態は、少なくとも遊休農地の

状態ではないため、対象ではないという整理をし、議案書の表現を遊休農地から

遊休農地対象外に変更させていただいたという次第でございます。 

 

議長（山田会長） 

 私も現地を見させていただきましたが、事務局の見解のとおりでございまし

て、事務局の判断を採らせていただいたものでございます。ご覧のように、報告

として挙げさせていただきました。 

 

有田孝義委員 

あの、実際に現地で、農業委員や農地利用最適化推進委員らが協議し、判断し

たものを、会長や事務局が変更するのですか。２月の議案には、この２つは掲載

されていなかったのでしょうか。これらを、いつ処理するのだろうと気にしてお

りました。過去の私の発言を確認しようと市のホームページを閲覧したが、農業

委員会の議事録が掲出されてホームページが掲載されていない。遊休農地対象

外というのは、農地ですか、農地ではないのですか、教えてください。 

 

議長（山田会長） 

 事務局、お願いします。 

 

事務局（中川事務局長補佐） 

 お答えいたします。遊休農地対象外ということですので、先ほど説明いたしま

したように、ごみが投棄されている農地ということになります。 

したがいまして、遊休農地として農地パトロールを行う対象からは外れると

いうことになります。状態といたしましては、あくまで農地という扱いになりま

す。 

 

事務局（白田事務局次長） 

 併せてお答えいたします。総会の議事録につきましては、概ね翌総会開催後に
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ホームページに掲出しております。しかし、市が、ホームページの更改、リニュ

アル作業を行っていた関係で、１月、２月時に掲出するものについては、未実施

の状態になっております。近々のうちに掲出する予定でございますので、ご承知

いただきますようお願いいたします。 

 

議長（山田会長） 

 下田委員、どうぞ。 

 

下田敏純委員 

 ７番の下田です。農地にごみが投棄されているということに関して、実は私も

色々とトラブルを抱えておりまして、農業委員会をとおさないで、契約書を作っ

て農地を利用している方がおられるのですが、もしかするとごみを捨てられる

のではないかと危惧される農地があります。そのような場合に、民事に介入しな

いということではなく、農業委員会が指導、処分を行うということはできないの

ですか。農地を守るために、農業委員会が、行政命令書を交付するなり、対象の

人を厳しく処分するような体制を整えるべきだと思いますが、どうでしょうか。 

 

事務局（中川事務局長補佐） 

 そのような場合には、まずは所有者の方から、事情を聞き取りいたします。農

地法の手続きを知らなかった場合もあれば、意図的に行った場合もございます。

状況を把握することが重要となります。その結果によっては、指導ということも

考えられます。 

 

下田敏純委員 

 指導書、命令書を交付しないのですか。 

 

事務局（中川事務局長補佐） 

 私の知る限りでは、そこまで厳しい対応をした例はないと思います。 

 

下田敏純委員 

 農地の貸借について契約書を交わしている。その借り手が、農地を適正に利用

していないのだから、指導書を交付してもいいのではないですか。 

 

事務局（中川事務局長補佐） 

 指導ということになれば、その対象者は農地の所有者ということになります。

所有者の方に、ごみを処分するようお話をして、状況が改善されなければ文書で
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の指導も考えられると思います。 

 

議長（山田会長） 

 有田委員、どうぞ。 

 

有田孝義委員 

 ごみが廃棄されているということですが、ごみとはどの様なものですか。教え

て下さい。 

 

議長（山田会長） 

 土砂、瓦礫、他の様々な雑廃棄物、それらが見受けられたということで、俗に

いうごみという解釈になろうかと思います。 

 

有田孝義委員 

 農地に埋められていたと思います。それはごみですか。何を目的としているの

でしょうか。 

 

議長（山田会長） 

 この件については、１１日に、事前に有田委員には連絡をさせていただいてお

ります。報告案件として扱わせていただいておりますので、ご理解いただきたい。 

 

事務局（白田事務局次長） 

 私は現地を確認しておりませんが、報告は受けております。現在、対象の農地

は遊休農地と色付け、名札がかかっております。このまま置いてしまうと、遊休

農地と扱われることとなります。現地に行かれた方々の判断では、農地として望

ましくない状態であるという認識を持たれたと伺っております。その農地にご

みが投棄されている、通常は自分の土地にごみを捨てる方はいらっしゃらない

と思うのですが、誰が投棄したのか、昨年は遊休農地とされていますが、いつか

らこの状態であったのか、例えば、農地法関連の法令の施行前からその状態であ

れば、その法令の適用を受けないこととなります。取り扱いを決めるには、調査、

確認が必要となります。ただ、現時点では、遊休農地でないことは明らかでござ

いますので、遊休農地から外すために、遊休農地対象外という整理をさせていた

だきたいということで、農地判定を決定するものではございません。 

 

有田孝義委員 

 色々と申しましたが、私からは、現地調査に同行した農地利用最適化推進委員
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に上手く説明できないと思われるので、会長または事務局にお願いしたい 

 

議長（山田会長） 

 ２名の農地利用最適化推進委員には説明いたします。 

 

以上をもちまして「令和３年度第１２回定例総会の閉会」を宣告いたします。 

 

（終了時刻１１時５５分） 

 

 

 

 

上記の議事録は正確と認め署名する。 

 

 

 

議長                             

 

 

署名委員                           

 

 

署名委員                           


